
内航海運行政の取り組むべき課題について
(案)

Ⅰ 健全かつ自由な事業活動を促す市場環境の整備

１．基本的な考え方

今後、内航海運行政において取り組むべき「健全かつ自由な事業活動を促す

市場環境の整備」は、以下の３つの基本的な考え方に基づき行うこととするべ

きではないか。

（１）事業展開の多様化、新規参入等競争の促進

① 市場における自由な事業活動による競争を促すことは、新規事業者の

参入とともに、各事業者の創意工夫に基づく多様な事業展開を通じて、

市場全体の活性化に資するものである。こうした競争的な市場環境の整

備の結果、コストの低廉化をはじめとする輸送サービスの質の高度化や

革新的サービスの創出が図られることが重要である。

② このため、内航海運の事業規制制度について、事業区分を含めた参入

規制、内航海運暫定措置事業の運用のあり方等の緩和・見直しを図るこ

とが適当である。

（２）市場機能の整備

① 競争的な市場環境の整備に当っては、内航海運の現在の市場構造が特

定荷主への系列化、多重的な取引関係等荷主企業を頂点とするピラミッ

ド型となっていること等を踏まえると、参入規制の緩和の取り組みのみ

では市場原理の有効かつ十分な機能の発揮は期待できない。



② したがって、参入規制の緩和と併せて、公正かつ透明性の高い市場の

構築のための市場機能の整備を図ることにより、健全かつ自由な事業展

開が促進されることが重要である。

③ このため、内航海運の事業規制制度について、市場の透明性の向上の

ための仕組み、契約関係の適正化・明確化等必要な市場機能の整備を図

ることが適当である。

（３）輸送の安全の確保

① 内航海運は、参入規制の緩和等により、事業者間の競争が活発化する

ことが予想されるものの、一方で、鉄鋼、石油、セメント等の我が国経

済活動及び国民生活に不可欠な多くの産業基礎物資の輸送を担うことか

、 、ら 国民に安全かつ安定的な輸送サービスの提供を図る等の観点からは

その輸送の安全が確保されることが重要である。

、 、 、② このため 内航海運の事業規制制度について 船舶管理体制の適正化

事業活動の是正措置の整備等輸送の安全の確保のための仕組みの構築を

図ることが適当である。

２．事業展開の多様化、新規参入等競争の促進

事業展開の多様化、新規参入等競争の促進に係る課題については、行政は以

下のとおり取り組むこととするべきではないか。

（１）参入規制の緩和

① 内航海運業の参入については、現在、許可制（１００総トン未満等の

船舶により事業を行う場合は届出制）とされている。これは、そもそも

昭和４０年代前半において、９千を超える小規模オペレーター事業者の

乱立による過当競争等が懸念された内航海運市場の状況を受けて登録制

から規制強化されたものである。



② しかし、事業者数の劇的な減少、多重的な取引構造の形成等内航海運

市場の大幅な変化を踏まえ、内航海運の活性化を通じた低コストで質の

高い輸送サービスの円滑な提供を図るため、内航海運の市場構造をより

競争的なものへと転換し、オペレーターやオーナーといった事業区分に

とらわれず、事業意欲のある事業者の新規参入、規模拡大等活力ある事

業展開が促進されることが適当である。

③ また、１００総トン未満等の船舶により事業を行う届出事業者につい

ては、曳船をはじめとする建設業に関連した建設資材・機器等の運送が

多く、事業規模も非常に小さい（輸送規模（総トン数）は、内航海運業

全体の１．９％（平成１２年度末 ）こと等から、今後とも事業規制を）

継続する必要性は乏しい。

④ このため、参入規制について、例えば以下のとおり見直すことが必要

である。

● 許可制（１００総トン未満等の船舶を使用する場合は届出制）を、

登録制（５年更新、１００総トン以上の船舶により事業を行う者に限

る ）へ変更。

● オペレーター（内航運送業 、オーナー（内航船舶貸渡業）の事業）

区分を廃止

（２）船舶管理会社に係る制度の整備

① 近年設立の動きが見られる船舶管理会社については、その経営形態に

よっては、アウトソーシングの活用による輸送コストの低減、船員の雇

用・教育体制の向上等に寄与するとともに、とりわけオーナー事業を行

う事業者の今後の事業展開の多様化・円滑化を推進する観点から有効な

手段である。

② このため、例えば以下のとおり船舶管理会社による事業活動の円滑化

に係る制度を整備することが必要である。

● 船員職業安定法等船員関係制度における船舶管理会社の位置付けの

整理・明確化等



（３）暫定措置事業の運用の弾力化（※）

（※ 現在、本懇談会の下に設置された暫定措置事業部会において、同

事業に係る諸課題を含むあり方について検討を行っており、第４回

懇談会においてその検討結果の報告を行う予定。以下同じ ）。

３．市場機能の整備

市場機能の整備に係る課題については、行政は以下のとおり取り組むことと

するべきではないか。

（１）運送約款の作成

① 内航海運の市場構造は、特定荷主への系列化、多重的な取引関係等荷

主企業を頂点とするピラミッド型となっており、契約関係の透明性に欠

けることから、荷主企業との公正な取引関係の構築、事業意欲のある事

業者の積極的な参入等の障害となっている面も少なくない。

② 今後、参入規制の緩和等による健全かつ自由な事業展開の促進を図る

ためには、公正かつ透明性の高い市場の構築のための取り組みを進める

ことが重要であり、こうした観点から、内航海運における適切な契約関

係の構築及びその透明性の向上を図ることが適当である。

③ このため、後述する適正取引ガイドライン（仮称）等に係る取り組み

のほか、例えば以下のとおり運送約款に係る制度を整備することが必要

である。

● オペレーター事業を行う事業者について、運送約款の届出・変更命

令制度を整備

（この場合、運送約款の変更命令制度は、とりわけ雑貨輸送等不特定

多数の荷主の利便性の確保を優先する観点から、コンテナ船、ＲＯ

ＲＯ船等の雑貨を中心とする輸送に限定することも検討するべきで

はないか ）。



● 標準運送約款の公示

（この場合、内航海運においては、鉄鋼船、タンカー、セメント専用

船等船種毎に輸送実態が異なることを踏まえると、例えば、船種毎

に標準運送約款を作成することも検討するべきではないか ）。

（２）適正取引ガイドライン（仮称）の整備

① 内航海運の市場構造は、特定荷主への系列化、多重的な取引関係等荷

主企業を頂点とするピラミッド型であり、いわゆる荷主優位性が強く、

その結果、市場原理の有効かつ十分な機能の発揮が困難となっている面

も少なくない。

② したがって、市場原理と自己責任の考え方の下、健全かつ自由な事業

展開を促進するため、参入規制の緩和等と併せ、荷主、オペレーター及

びオーナー間における取引関係の適正化を図ることが適当である。

③ このため、例えば以下のとおり公正な取引ルールを整備することが必

要である。

● 内航海運業に関する適正取引ガイドライン（仮称）の策定及びその

適切な運用

（この場合、同ガイドラインの策定に際し公正取引委員会の協力を得

るほか、将来的には実態を踏まえ、内航海運業を下請代金支払遅延

。）等防止法の対象とすること等についても検討するべきではないか

（３）適切な情報の開示

① 今後、市場原理が有効かつ十分にその機能を発揮するために必要な市

、 （ ）場機能の整備として 前述した運送約款や適正取引ガイドライン 仮称

に係る取り組みのほか、船腹需給の動向・見通し、運賃・用船料水準等

内航海運市場に係る情報を把握するとともに、これを適切な形で開示す

ることが適当である。



② なお、従来の適正船腹量の策定・最高限度量の設定規制は、かつての

スクラップ・アンド・ビルド方式による船腹調整事業の実施を前提とし

た制度であり、今後、内航海運の市場構造をより競争的なものへと転換

していく観点から廃止することが適当である。

③ また、標準運賃・用船料に係る規制（設定・告示・勧告）も、いわば

一種の公定価格を示すこととなるため、市場原理と自己責任の考え方と

は相容れない面があることから廃止することが適当である。

④ このため、行政による情報開示の取り組みについては、例えば以下の

とおり内航海運市場に係る情報の把握及びその適切な開示を行うことが

必要である。

● 報告・聴取規定に基づき、オペレーター事業を行う事業者に対して

事業活動についての一定の報告を義務付けるとともに、これらを活用

して船腹需給状況、運賃・用船料水準等の情報を定期的に開示

（この場合、行政による取り組みは、あくまで内航海運全体としての

情報の把握・開示が適切であり、例えば、個別具体的な運賃・用船

料の実態把握については、まず事業者団体において適切に取り組む

ことが必要ではないか ）。

４．輸送の安全の確保

輸送の安全の確保に係る課題については、行政は以下のとおり取り組むこと

とするべきではないか。

（１）船舶管理規程（仮称）の作成

① 今後、物流効率化等に対応してより低廉な輸送サービスの提供が求め

られる一方で、内航貨物船による海難事故が必ずしも少なくない現状を

踏まえると、参入規制の緩和等による競争の促進と併せ、産業基礎物資

の輸送の太宗を担う内航海運業の輸送の安全の確保のための取り組みを

促進することが適当である。



② 近年においては、旅客船の運航管理に係る規制強化、内航貨物船のＩ

ＳＭコードの任意取得の増加等、とりわけ保守整備、船員配乗、運航管

理等の船舶管理業務の適切な実施に係る制度構築・運用が図られてきて

いるところである。

③ このため、内航貨物船に係る輸送の安全を確保する観点から、例えば

以下のとおり船舶管理業務を適切な体制の下で安全に実施するためのマ

ニュアル（船舶管理規程（仮称 ）に係る制度を整備することが必要で）

ある。

● 内航運送の用に供する船舶を所有する内航海運業者について、当該

船舶に係る船舶管理規程（仮称）の届出・変更命令制度を整備

（２）事業活動の是正措置の整備

① 現行の内航海運業法においては、例えば内航海運業者の事業活動にお

いて輸送の安全を阻害している事実があると認める場合であっても、法

的な是正措置を講じることができないこととなっている。

② 今般、参入規制の緩和等により事後チェック型の行政への転換を図る

中で、海上における輸送の安全を確保する観点からは、行政が事後的に

事業活動の是正を命じるための手段を整備することが適当である。

③ なお、現行の内航海運業における事業改善の勧告規定は、その内容が

事業の合理化に関するものに限定されているが、今後、内航海運の市場

構造が、市場原理と自己責任の考え方の下、より競争的なものに転換し

ていく中で、事業の合理化については専ら事業者自身の経営判断に基づ

き主体的に取り組むべきである。

④ このため、例えば以下のとおり輸送の安全の確保のために行う是正命

令に係る制度を整備することが必要である。

● 船舶管理規程（仮称）の遵守等輸送の安全の確保のために必要な事

業活動の是正措置を命じることができる制度を整備



５．実施スケジュール等

（１）実施スケジュール

「健全かつ自由な事業活動を促す市場環境の整備」のための諸施策の実

、 。施スケジュールは 例えば以下のとおり進めることとするべきではないか

① 内航海運業法等法律改正を要するものは、関連の諸制度の検討等と併

、 、 。せ 次々期通常国会に所要の法律案を提出の上 平成１６年度内に措置

② 暫定措置事業の運用の弾力化（※）

（２）内航海運組合法の取扱い

内航海運組合法は、暫定措置事業の実施の法的根拠であることから、同

事業の廃止の段階において抜本的見直しを行うものとし、基本的に、現時

点では現行制度を維持することとするべきではないか。


